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 In the Future 2014 

21 世紀型企業への転換を図る 
  

 

 

■ 社員の育成と評価、そして処遇 ！ その② 
～ ワーク・ライフ・バランス～ 

 

社員採用時の適性診断実施 ⇒ ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ 0120-81-4864 

  

仕事が多すぎる… 仕事が難しい… 効率が悪い… 

上司が帰らない… 
もともと定時に帰

る気持ちがないの

では…？ 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

「いつも遅くまで残っていて頑張っているなぁ…」という評価をする方は少なくなっている

と思いますが、有給休暇を取得することに嫌悪感を感じたり、定時に帰宅する社員にイライラ

したりする方は、まだまだ多いものと思います。 

これらの現象は、ご自身の経験や価値観から発生するものですので、法律や規則に基づいた

“客観的”な思考ではありません。 

 

◇ 有給休暇は労働者の既得権であり、取得されることを前提とした業務の組み立て、ジ

ョブローテーションができている。 

◇ 有給休暇を取得する社員は、担当する顧客や他の社員に迷惑がかからないような仕事

の段取りを行うことが会社のルールになっている。 

◇ 各社員のやるべき仕事が明確になっており、やるべき仕事をすべて終了し、定時に帰

宅する社員は優秀な社員である、という評価ができている。 

 

一例ですが、「どのような仕事をどのようにやらせるのか」という、労務管理ができていれ

ば、“義務と権利”が比例し、イライラすることがなくなるのではないかと思います。 

一方、“社員任せ”の割合が多ければ多いほど、自分が感じる“できない社員”が増えてし

まうものです。また、時間外労働の問題は、“社員任せ”の割合が多いために発生することが

大半だと思います。 

「なぜ、時間がかかるのか？」それぞれの職場で原因と対策を考えてみましょう。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

過重労働は、健康にも大きな影響を与えます。特に、特定の社員が長時間労働をしていないか、

残業することが慣習になっていないかどうか、現状を見過ごさないようにしてください。 

 

時間外労働の削減を ！！ 
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労使トラブル業種別診断サービス ⇒ http://www.iwaki-pmo.co.jp 

 

 

 

平成 25年度労働時間等総合実態調査（労働基準監督署による企業訪問実態調査）の結果がま

とまりました。 

小規模事業場においては、平均時間が月 45 時間・年 360時間超の時間外労働のある事業場

割合が減少しています。 

逆に、大規模事業場では、月 45 時間・年 360 時間超の時間外労働のある事業場割合が増加

しました。（平均時間は横ばい。月 80時間・年 800 時間超の事業場割合は減少） 

「時間外労働時間が平均的な者」でみると、すべての事業場規模で平均時間や限度基準を超え

た時間まで働く事業場割合が減少し、調査対象全体としての法定時間外労働が減少しているこ

とがわかります。 

 

１ヶ月の法定時間外労働の実績（最長の者）            資料出所：厚生労働省 

 
 

 

 
 

 

労働時間等設定改善法では、労働時間、始業・終業の時刻、休日数、年次有給休暇の日数や時

季等の労働時間等に関する事項を設定するにあたり、労働者の健康と生活に配慮するとともに、

多様な働き方に対応したものへと改善することを定めています。 

 

・事業主は、労働時間等の設定の改善を図るため、必要な措置を講ずるよう努めなければならない 

・国は、事業主等に対し援助等を行うとともに、必要な施策を総合的かつ効果的に推進するよう努

めなければならない ⇒ ガイドラインの作成 

 

同法では、労働時間等設定改善委員会についても定めており、一定の要件を充たす委員会には、

労使協定代替効果、届出免除といった労働基準法適用の特例が受けられることになっています。 

労使間の話合いの機会を整備するという目的の労働時間等設定改善委員会を設置す

ることは、ガイドラインにおける「仕事と生活の調和の実現のために重要な取組」と

して位置づけられています。 

 

 

労働時間等設定改善法とガイドライン… ？！ 

平成 25 年度労働時間等総合実態調査 ！！  
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労働基準監督署への是正報告対応 ⇒ ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ 0120-81-4864 

 

 

 

 

平成１９年１２月に、「ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議」において、「仕事と生

活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」および「仕事と生活の調和推進のための行動指

針」が策定されました。 

その後、施策の進捗や経済情勢の変化を踏まえ、「憲章」と「行動指針」に、新たな視点や取

組を盛り込み、また、政労使トップの交代を機に、仕事と生活の調和の実現に向けて一層積極

的に取り組む決意を表明するため、平成２２年６月２９日、政労使トップによる新たな合意が

結ばれています。 

 

 

 
我が国の社会は、人々の働き方に関する意識や環境が社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれず、仕事と

生活が両立しにくい現実に直面している。 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・介護の時間や、家庭、

地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活ができるよう、今こそ、社会全体で仕事と生

活の双方の調和の実現を希求していかなければならない。 

仕事と生活の調和と経済成長は車の両輪であり、若者が経済的に自立し、性や年齢などに関わらず誰もが意

欲と能力を発揮して労働市場に参加することは、我が国の活力と成長力を高め、ひいては、少子化の流れを変

え、持続可能な社会の実現にも資することとなる。 

そのような社会の実現に向けて、国民一人ひとりが積極的に取り組めるよう、ここに、仕事と生活の調和の

必要性、目指すべき社会の姿を示し、新たな決意の下、官民一体となって取り組んでいくため、政労使の合意

により本憲章を策定する。 

 

仕事と生活の調和の実現に向けた取組には、さまざまなことが考えられると思います。 

企業にとっては、有能な人材の確保・育成・定着に関する効果も期待できるところです。「人

材確保が困難」と思っておられる企業においは、その取組のメリットは大きく、これを契機と

した業務の見直し等により生産性向上（時間外労働の削減）につなげることができるかもしれ

ません。 

これからの時代は、「ワーク・ライフ・バランス」への取組を「コスト」と思考するのではな

く、「投資」として積極的にとらえることが重要です。 

 

 

 

 

 

「その残業、本当に必要ですか？」という問いが、２０１３年ワーク・ライフ・バランスレポ

ートの表題となっています。残業申請制度を実施している企業は多いと思いますが、果たして

機能しているのでしょうか。実際には「部下の言うまま」で上司の判断や話し合いなどが行わ

れていないケースが多いと思います。 

まずは、上司と部下が協力し、お互いの意識の改革や業務情報の共有、職場の雰囲気づくりな

どに取り組むことが重要だと思います。そのためには、経営者の明確な意思表示が必要です。 

ハラスメント防止対策と同様に、企業の強い方針と、各種対策を徹底して進め

る風土づくりをしなければなりません。「できれば、有給休暇は取得されない方

がありがたい…」という気持ちはわかりますが、思い切って、年次有給休暇の「計

画的付与制度」の導入を図ってみてはいかがでしょうか。 

企業が積極的に動くことによって、社員が“変化”するかもしれません。 

 

 

上司と部下で進める働き方改革 ！！ 

ワーク・ライフ・バランス  ！！  


